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わが国の再生可能エネルギー（特にPV)は急増
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太陽光発電については、OECD加盟国中２位



2030年エネルギーミックスの基本方針

 主要施策

徹底した省エネ（節電）／ 原子力再稼働／安定再エネ（地熱・水力・バイオマス）の最大限

導入／自然変動再エネ（太陽光・風力）の負担上限設定／火力高効率化

 マクロフレーム

○人口：2013年127百万人→2030年117百万人

○実質GDP：年率+1.7％

電力コスト

自給率 震災前（約２０％）を更に上回る概ね２５％程度

現状よりも引き下げる
（2013年度 9.7兆円⇒ 2030年度 9.5兆円）

＜３Ｅ＋Ｓに関する政策目標＞

温室効果
ガス排出量

欧米に遜色ない温室効果ガス削減目標
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長期エネルギー需給見通し（全体）

震災前：約20％

震災後：6.3％

対BAU 対2013
産業：▲1042万kl +6%
業務：▲1226万kl -14%

運輸：▲1607万kl -26%
家庭：▲1160万kl -27%

エネ起CO2：-21.9%
GHG排出量：-26.0%

自給率24.3％

第10回長期エネルギー需給見通し小委資料抜粋・編集

BAU変化率=0.2%/年
GDP弾性値=14%



経済成長
1.7%/年

電力需要
徹底した省エネ

1,961億kWh程度
（対策前比▲17%）
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再エネ
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再エネ
２２～２４％程度

省エネ
１７％程度

（総発電電力量）
12,780億kWh程度

10,650億kWh程度
（総発電電力量）

電源構成

地熱 ： 1.0～1.1％程度
水力 ： 8.8～9.2％程度
ﾊﾞｲｵ ： 3.7～4.6％程度
風力 ： 1.7％程度
太陽光 ： 7.0％程度

 再エネは2030年度に総発電電力量比22～24％（2,366～2,515億kWh）
と設定。

5出典:経済産業省(2015)「長期エネルギー需給見通し」、長期エネルギー需給見通し小委員会（第11回、7/16、資料3）

長期エネルギー需給見通し（電力）

ベースロード比率
：５６％程度
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エネミックスの再エネ目標
PV、バイオマス、陸上風力で既に到達した可能性
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2017.3月末時点の数値では、
• 非住宅用PV：接続契約済み7356万kW(16.6月末時点)の大半が非住宅用PVと思われる。達成間近
• 住宅用PV：導入量で既に達成
• 陸上風力:17年2-3月に駆け込み認定（経過措置対象）、～17年12月末までに接続契約容量が判明
• バイオマス（一般木材）： 17年3月に駆け込み認定（経過措置対象）、～17年12月末までに接続契約

容量が判明

認定容量と導入量（17年3月末時点）、およびエネミックスの各再エネ導入目標値

エネミックスの2030年目標値

認
定
量導

入
量

電力中央研究所社会経済研究所朝野賢治氏提供
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第10回長期エネルギー需給見通し小委資料抜粋・編集

省エネの推進、原発の再稼働により、電力コストを低減させた上で、まずは地熱・水力・バイオ
マスを物理的限界まで導入（買取費用1.0～1.3兆円）することで原子力を代替し、その後、再エ
ネを含めた全体の電力コストが9.1～9.4兆円に達するまで自然変動再エネを可能な限り拡大

系統安定化費用

電力コストを現状よ
りも引き下げる

2010年度

6.1
兆円

約6割上昇



2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

 2017年のFIT買取総額は2.7兆円。賦課金は2.1兆円。
 2030年単年のFIT買取総額は4.7兆円と政府想定を0.7～1兆円上回り、累
積買取総額は2030年までに約59兆円、エネルギーミックスが想定したす
べてのFIT電源の買取期間が終了する2050年までには約94兆円に達すると
の試算もあり。（電力中央研究所社会経済研究所 朝野主任研究員）

制度導入後の賦課金等の推移

(億円)

買取費用

（賦課金）

約2500億円
約4800億円

約9000億円

約1兆8400億円

(約1300億円)
(約3300億円)

(約6500億円)

(約1兆3200億円)

賦課金
単価

0.22
円/kWh

0.35
円/kWh

0.75
円/kWh

1.58
円/kWh

3.7兆円～4.0兆円

エネルギーミックス
における

FIT買取費用

2030年度

当初想定
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【国民負担】
○制度開始後10年目で買取費
用の総額は4,600～6,300億
円程度。

○標準家庭の負担額は
約150～200円/月程度

【太陽光発電】

○研究開発及び需要拡大に
よってシステム価格が大幅に
低減する見通し。

○住宅用7割、非住宅用3割

国民負担をコントロールできない
ー急増する負担と想定との乖離ー



わが家の検針票



高止まりしているわが国の再エネコスト
ー課題は経産省も認識ー

出所:第23回調達価格等算定委員会

 モジュール・PCSについては「競争促進と技術開発により国際価格に収斂するこ
とを目指す」とするがごく一部の入札制度導入では効果なし。

 工事費・架台費については、工法の熟達等によるコストダウンは期待できるもの
の、日本特有の災害対応等に要するコストは低減が期待できない。（←補助をし続
けるのか？）



FITは低コスト化に貢献せず
ーFIT導入と太陽光発電システム価格動向ー
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○ＦＩＴ導入後、輸入・国産とも太陽光発電システムの価格下落はむしろ鈍化
（契約通貨建てでもむしろ上昇）

平成27年3月10日長期エネルギー需給見通し小委員会（第4回会合）
野村委員提出資料
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入札制度を導入したが・・・

 ２MW以上の太陽光発電に入札制度を導入したが、そもそもその規模のメ
ガソーラーは少数。

 入札の結果、まだ諸外国と比較して２～数倍のコスト。（国際再生可能エ
ネルギー機関の報告書では、諸外国は入札制度の導入により相当程度コス
トが進んでいる。）



追加的コスト – 送電網整備及び調整電源のコスト
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 風力の地域別導入量は想定できないが、一例として、北海道・東北に590万Ｗ追加的に風力が導入された場
合、地内送電網増強（約2700億円）＋地域間連系線強化等（約9000億円）の、計1兆1700億円の追加コスト
が発生と試算されている。

 火力発電や揚水式水力発電によるバックアップ・調整が必要。（4000億～7000億/年程度）

Source: Excerpt from Material for 12th New Energy Subcommittee



太陽光発電を考える市民ネットワーク提供資料宮崎日日新聞2014年6月5日

宮城県仙台市太白区 ブログ「風の谷」



太陽光発電を考える市民ネットワーク提供資料
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猛禽類医学研究所のFacebook より
「バードストライクに遭ったオジロ
ワシ。雪に埋もれたり、キツネに
持って行かれたりして、発見されな
い被害個体は数知れず。」
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